第１９章　教育
学校の概況
　大阪府における状況を学校基本調査（昭和54年５月１日現在調べ）からみると、学校数は前年より66校増加して3,049校となった。この増加校を学校種別にみると幼稚園20園、小学校25校、中学校６校、高等学校４校、養護学校１校、専修学校５校、各種学校６校増となり、逆に高等専門学校が１校減少した。
幼稚園
　幼稚園数は前年に比べ公立、私立共それぞれ10園ずつ増え、総数917園（本園912園、分園５園）となった。園児数は、逆に前年より5,516人減少し20万4,658人となった。これは、前年の1,286人の減少よりも４倍強もの減少である。又、就園率（幼稚園修了者数を小学校１年児童数で割る）も前年より1.1ポイント下がり79.1パーセントとなった。
　一方教員数（本務者）は、56人増え7,973人となり、本務教員１人当たりの園児数は25.7人（前年26.5人）となった。
小学校
　学校数は、前年に比べ25校増え総数984校となった。これはすべて公立学校の増加である。児童数は、前年より３万6,521人増（対前年増加率4.2パーセント）で、91万2,698人と90万台に入った。教員数（本務者）も、前年より1,058人増え３万2,364人となったが、本務教員１人当たりの児童数でみると、前年から増加している傾向にあり、今年も0.2人増えて28.2人となった。
中学校
　学校数は、公立で７校増加し私立で１校減少して441校となった。生徒数は前年に比べ806人減少し37万4,014人となった。これはここ10年間を見ると初めての減少であり、男女別には男子が対前年増加率でマイナス0.04パーセント、女子はマイナス0.39パーセントと女子の減少の方が大となっている。教員数（本務者）は、125人増え１万7,345人となり、本務教員１人当たりの生徒数は、0.2人減少し21.6人となった。
高等学校
　学校数は、公立で４校増加して248校となった。生徒数は、１万2,169人増え31万3,536人となった。又、教員数（本務者）も、502人増え1万5,782人となり、本務教員１人当たりの生徒数は、前年より0.2人増加し19.9人となった。これも小学校と同様に前年から、増加傾向を示している。
　本科の学科別生徒数（公私立）の内訳をみると、普通科24万8,479人（構成比79.6パーセント）、工業科３万1,090人（同10.0パーセント)、商業科２万5,153人(同8.1パーセント)、家庭科2,451人(同0.8パーセント)、農業科1,810人(同0.6パーセント)、厚生科438人(同0.1パーセント)、その他2,633人(同0.8パーセント)となっており、在学者総数に占める普通科の割合は、昭和49年に７割台に入り毎年増加率は鈍化しつつも、上昇傾向をたどっている。
その他の学校
　盲聾養護学校の学校数は、前年より養護学校が１校増えただけにとどまり、逆に、教員数では、盲学校で４人減少し226人、聾学校で８人、養護学校で117人増加し、それぞれ326人、1,353人となった。
　専修学校の学校数は、国立で１校、私立で４校増加し130校となり、生徒数では382人増え３万7,694人となった。
　各種学校の学校数は、私立で６校増え218校となり、生徒数は逆に3,206人減少し５万8,681人となった。
卒業者の進路状況（国立は除く）
　中学校卒業者総数は、前年に比べ3,666人増え（対前年増加率3.3パーセント）11万6,408人となった。これを進路別にみると、進学者（就職進学者を含む）は3,346人増え10万8,478人（対前年増加率3.2パーセント）、教育訓練機関等入学者は396人増え3,681人（同12.1パーセント）、就職者は31人減少し3,552人（同マイナス0.9パーセント）、無業者は35人減少し631人（同マイナス5.3パーセント）、死亡・不詳者は10人減少し66人（同マイナス15.2パーセント）となった。
　高等学校卒業者数は、前年より2,620人増え（対前年増加率3.0パーセント）8万9,940人となった。これを進路別にみると、進学者（就職進学者を含む）は965人減少し３万4,630人（対前年増加率マイナス2.7パーセント）教育訓練機関等入学者は7,913人増え（同68.4パーセント）1万9,480人となり、就職者は1,280人増え（同4.6パーセント）2万9,064人となり、教育訓練機関等入学者の増加が目立った。就職者（進学者、教育訓練機関等入学者のうち就職している者を含む）の状況をみると、前年より1,270人増え２万9,704人となった。これを産業別にみると前年と同様で、卸売業・小売業9,596人（構成比32.3パーセント）をトップに、製造業8,624人（同29.0パーセント）、金融・保険業3,712人（同12.5パーセント）の順位になり、この三業種だけで全体の73.8パーセントを占めている。又、職業別では、事務従事者は1万3,425人（構成比45.2パーセント）、次に技能工、生産工程作業者6,797人（同22.9パーセント）、販売従事者5,493人（同18.5パーセント）となり、全体の86.6パーセントを占めている。
　ちなみに、今年の府外就職者数は例年並で、卒業者全体の4.1パーセントを占め県別では、兵庫県（構成比31.8パーセント）、東京都（同21.5パーセント）の順となっている。
